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分は既述のように，海外からの送金によって購入される，小売，飲食サービス，
その他金融，運輸，等々のサービス産業に属すると想定される。したがって，
同期間にサービス産業で新たに増加した雇用者数は1932万人（Ｈ）であること
から，そのうちの34.1％（I=G/H）はこれらIT-BPO関連で新たに直接的・間
接的に創出された雇用者によって占められていることになる。
すでに見てきたように2016年における全産業就業者数とサービス産業全体
の就業数に占める，IT-BPO産業の就業数の比率は，それぞれ28％と51％で
あったが（図表ｌ参照)，サービス産業内他部門で創出された間接的雇用者数
の同比率は，12.7％，したがって2016年におけるIT-BPO産業の直接的・間接
的雇用者合計数（4011万人）（E）は，全産業就業者数とサービス産業就業者
数のそれぞれ１０．０％（Ｆ）と17.7％（Ｇ）を占めていることを意味する。
同時にこの間のサービス産業の雇用者数の増加分に対する，IT-BPO関連
で創出された雇用者増加分を見た場合には，2004年から２年ごとに320％か
ら828％の範囲でサービス産業雇用者数の増加分に貢献してきたことになる。
そして．2004年から2016年にかけてサービス産業で増加した就業者数（738.2
万人）に占める，同期間にIT-BPO関連で直接的・間接的に増加した就業者数
(367.8万人＝105.1万人十262.7万人）を見てみると，後者の同比率は49.8％に及
ぶことになる。同様に全産業就業者数の２年ごとの増加数に占めるIT-BPO
産業の同増加数比率は，27.9％から60.3％にまで及んでいる。
以上の諸点に留意して，同国の就業構造をルイスの転換点から考察した場合
にはどのような結論が導き出されるのだろうか。
４．ルイスの転換点とlT-BPO産業
４．１ルイスの転換点の新興国への適合性
「ルイスの転換点」（Lewis：1954）は，一般的には，「工業化のプロセスが
進展するにつれて，工業部門に必要な労働者を供給していた農村部の余剰労働
力がやがて枯渇する点に到達する。そしてこの点を超えると，工業部門の労働
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力が不足し賃金は上昇傾向に転ずる」とされている（速水：1995,85-87頁)。
しかし本来のＬｅｗｉｓ（1954）が論じていたのは，「thesubsistencesector」
から「thecapitalistsector」への余剰労働力の移動と，前者における余剰労働
力の枯渇点，およびそれによる賃金上昇の局面への移行点を論じたものである
(Lewis：1954,ppl39-l91，とくにｐｐ､145-152)。しかしながら，工業化をより
有利に進められてきた先進国型ないし旧植民地保有国型諸国とは異なり，非
植民地国として歴史的に自国産業のバランスを著しく破壊されてきた経緯を有
する発展途上国ないし新興国諸国においては，自立的工業化は極めて困難な国
内的・国際的諸条件を抱えることになる'0)。
前節でも見てきたように，サービス産業も含めて，全産業にわたってイン
フォーマルセクターとしての「subsistencesector」を抱える新興国にルイ
スの転換点を「工業と農業」のみを独立変数として論じてしまうのは，極めて
危険な分析視覚に陥ってしまうリスクを抱えることになる。むしろ，新興国に
おける適合`性という観点からは，単なる産業間の労働力移動という視点からで
はなく，ルイス本来の「thecapitalistsector」と「thesubsistencesector」間
の二重経済を前提とした余剰労働力の移動という視点から吟味するほうが有効
であるといえる。
既述の通り，フィリピンのみならず多くの新興国において主要な就業者を抱
えるのは，「工業と農業」ではなく，サービス産業である。しかも，留意すぺ
き点は不安定就業層を抱えるインフォーマル・セクターが全産業にわたって内
包されている点にある。また工業部門においても伝統的（traditional）家内工
業的零細家族企業が多くを占めている。したがって，「traditionalsector対
modernsector」の対比を農業対工業の対比で置き換えることは意味をなさな
い。
すでに見てきたように．主要産業は，歴史的経緯もあり，現地「財閥系」一
族支配型企業と多国籍企業による寡占的支配構造下にあり，工業部門が自立的
雇用吸収力の視点からは構造的に脆弱性を有しているために，他産業からの余
剰労働力を有効に吸収できず，結果的に余剰労働力はサービス産業中心にイ
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ンフォーマル・セクターとして滞留する。したがって．こうした状況下におい
ては，農村・都市双方に滞留するこうした余剰労働力の滞留と移動を，どのよ
うに「capitalistsector」と「subsistencesector」間の余剰労働力の移動とし
て数値化できるのか。さらにその場合の「転換点」とはどの部門間の労働力の
移動が交叉する点なのか等が課題となる。そして本論文の最大の論点となって
いるサービス産業としてのIT-BPO産業の急速な台頭をこうした分析課題の中
でどのように位置づけられるのだろうか。
４．２「capitalistsector」としてのlT-BPO産業
サービス産業に位置づけられるIT-BPO産業の諸企業の多くは，明らかに
米国籍を始めとする外資系企業を中心に法人登録されたフォーマル・セクター
の諸企業であり'１)，ルイス的には近代的産業としての「capitalistsector」とし
て位置づけられる。しかしながら，サービス産業には多くのインフォーマル・
セクターに従事する不安定就業層が滞留している。したがって，ルイスの転換
点を「農業とサービス産業」問の就業人口比で対比することは，両産業に多く
の「subsistencesector」が含まれているために的確さに欠けることになる。
さらにIT-BPO産業に属する諸企業の多くは現時点ではマニラ，セブを中
心とする事業環境に適した大都市に存在している。しかし「農村と都市」問
の労働力対比を見た場合には，これら大都市に滞留を余儀なくされ，イン
フォーマル・セクターとしてのサービス産業でその日暮らしを余儀なくされて
いる「subsistencesector」に位置づけられる膨大なスラム居住者が含まれて
しまうことになる。そこで本論文では，こうした問題点に留意した上で，便宜
的に，いくつかの「転換点」を図示してみる。
４．３ルイスの転換点としてのlT-BPO産業の位置
ルイスの転換点を，彼が用いていた「subsistencesectors対capitalist
sectors」とIT-BPO産業に留意した場合，以下の８つの対抗軸が検証に値す
る。それらは，「農業就業者数対工業就業者数」「農業就業者数対製造業就
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業者数」「農業就業者数対サービス産業就業者数」「農村人口対都市人
口｣，「フォーマルセクター就業者対インフォーマルセクター就業者」そし
て「IT-BPO産業関連就業者数対農業就業数｣，「IT-BPO産業関連就業者数
対工業就業者数」「ITBPO産業関連就業者数対製造業就業者数｣，以上で
ある。ここでは，入手可能データおよび新興国，特にフィリピン固有のIT-
BPOの就業構造の視点を考慮して，後者の３点を中心に見ていく。
図表12は，全産業就業者数に占める，農林漁業就業者数，工業（鉱業・製造
業・建設業・電力・ガス・水供給'2)）就業者数，工業の中の製造業就業者数，
そしてIT-BPO産業の直接的雇用者数（フルタイムベース）と同産業が他部門
で間接的に創出した雇用者数それぞれの比率の推移を示している。
同図表に示されているように，IT-BPO産業関連の（直接的・間接的）雇用
者数の全就業者数に占める比率は，2004年の0.9％から急速に増加し，2014年
図表1２lT-BPO産業とルイスの転換点
…←工業
一IT-BPO(2)
～－（製造業）
…③～IT-BPO(l+2）
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出所：図表11に同じ。
注：2022年の農林漁業，工業，製造業の数値は,2008年以降の年平均増減率によって算出。
IT-BPOの同数値は，IBPＡＰ（2017）の推定数値から算出。
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には製造業部門就業数を上回り，2016年には9.8％にまで拡大してきている。
こうした推移をルイスの転換点の視点から「subsistencesectors」と
｢capitalistsectors」との対比としてみた場合，このIT-BPO関連の就業数の推
移をどのように位置づけられるのだろうか。同図表からは，将来的にクロスす
る可能`性が高い産業分野が「農林漁業と工業」間であるようにみえる。しかし
その内実は，海外ＯＦＷ（OverseasFilipinoworkers）による本国送金と国内
IT-BPO関連就業者による個人・家計消費によって創出された家計最終消費支
出額によって誘引された個人消費市場と，こうした消費市場の拡大によるオ
フィス需要の高まりとビル建設・不動産開発（工業・サービス産業）やビルの
レンタル（サービス産業）や金融業（サービス産業）が連関しあっている。
したがって，たとえば2016年の工業部門就業者数とその比率の拡大はその中
の製造業就業者数の拡大ではなく，建設部門就業者数の拡大によってもたらさ
れている'3)。
換言すれば，IT-BPO産業の台頭は金融を含むサービス産業を中心としなが
らも建設を含む工業部門の就業者数の増大にも関連していることを意味する。
このことは，工業部門の自立的成長と農業部門の低下とのクロスというより
も，IT-BPO産業の台頭によって他律的に拡大した建設部門の発展がクロスの
最大の要因であることを意味する。したがってその意味では，工業，農業のク
ロスはIT-BPO産業のさらなる発展によって生じうることになる。
それでは，2014年前後を境にクロスしたIT-BPO産業関連の就業者数と製造
業部門就業者数は，ルイスの転換点の視点からはどのように理解すべきであろ
うか。
IT-BPO産業において直接的間接的に創出された雇用者数が，製造業就業者
数を2014年を境に超え，そしてこの傾向がIBPAPの推定通り'4１，2022年に直
接雇用者数が180万人になり，他部門での間接的雇用者数が2.5倍の450万人な
るとすれば，直接的間接的雇用者合計数は630万人の規模となることになる。
このことは，全就業者数に対する製造業就業者数比率の予想値（８％台前半）
に対していっそう格差を広げていくことを意味する。しかも全産業就業者数
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が，ｉかりに2004年から2016年にかけての就業者数年平均増加率，1.8％水準で
増加し続けた場合を想定すると，2022年の全産業就業数は4499万人となる。し
たがって，2022年に想定されるIT-BPO産業で直接的間接的に就業することに
なる雇用者推定数630万人は全産業就業者数の140％を占めることになる。
同国には多くの完全失業者や一定の就業時間に満たないいわゆる
Underemployedの形態での不安定就業層'５１のみならず，各産業分野および農
村と都市にもインフォーマルセクターを中心に不安定就業層が多様な形で存在
する。こうしたなかで，フォーマルセクターとしてのIT-BPO産業の直接的そ
して間接的就業者数の増加が，工業部門の中心的位置を占める製造業就業者数
と2014年にはクロスする転換点に至ったことが今後の発展プロセスにどのよう
な意味を有しているのかを理論的に明らかにしていくことが次の課題となる'６１。
従来，経済発展プロセスにおける就業人口の推移は，農業から工業化へのプ
ロセスを経ながら次第に関連する諸サービス産業への発展へと経ていく。この
プロセスがいわゆるIndustrializationからDe-industrializationへの従来型プ
ロセスでもある。それではフィリピンにおけるIT-BPO産業の拡大を基盤とす
るサービス産業の発展プロセスは，de-industrializationではなく，どのような
付加価値創出をベースとした発展プロセスとなっているのだろうか。この点を
明らかにするためには，このIT-BPO産業を労働内容の観点から検証してみる
ことが有効となる。別稿（林：2017）で見てきたようにこれら同国のIT‐
BPO産業の諸企業の事業内容は，コールセンター等の音声業務や，顧客管理，
経理，人事，会計・経理，総務，庶務等のいわゆるバックオフイス業務，各種
ソフトウエア開発の請負業務，医療転写業務を中心とする業務プロセスであ
り，中心的価値創出業務を間接的にサポートするバリューチェーンのより下流
工程に位置している。同国のIT-BPO諸企業はこれら業務を，米国をはじめと
する英語圏の諸企業から請け負い低コストで処理してフィードバックする
サービス輸出を収益源とする。これら同国諸企業の国際競争上の優位性の源泉
は，英語とＩＴ技術を駆使して業務を短期間により低コストで処理していく能
力に求められる。したがって，競合する海外の諸企業はインドを筆頭に英語
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を公用語とし，低コストでのＩＴ技術の開発と処理能力の高い新興国地域の諸
企業となる'７１。
こうしたIT-BPO産業に集約されるソフトウエアを技術的基盤とする情報
サービス産業が，製造業以上に雇用者と付加価値創出の中心的役割を担ってい
く構図は，1970年以降の東アジア諸国地域のハードウエアを技術的基盤とした
工業化による発展の構図とは明らかに異なっている。他方，フィリピンのIT‐
BPO産業の発展の構図と東アジア型発展の構図との共通点は，両者ともに外
資の活用と輸出'8)を通した国際市場との連結，換言すればバリューチェーンの
国際的連結に見いだされる。
こうした発展途上国ないし新興国の今後の発展のプロセスにおける異質性と
共通性を，多国籍企業のグローバル・バリューチェーンと新興国のローカル・
バリューチェーンの視点からどのように理論的に説明していくのかが今後の課
題となる。
４゜まとめと今後の課題
本論文では，フィリピンＢＰＯ産業の拡大・発展による同産業における就業
者数の増大が同国産業の発展のなかでどのように位置づけられうるのかを，古
典的開発経済論に位置づけられる「ルイスの転換点」に留意しながら検討して
きた。
その際，フィリピンの貧困層いわゆるＢＯＰ層が主たる経済活動の場とする
インフォーマルセクターも，またＢＰＯ産業が属するフォーマルセクターもと
もにその多くがサービス産業に属していること，そして製造業を軸とした工業
部門の発展が雇用吸収力の点から脆弱性を抱えていることから，「ルイスの転
換点」を「農業部門就業者対工業部門就業者」の図式から吟味することは有
効ではないこと，むしろ「ルイス：1954」の本来の比較対象用語として用いら
れていた「subsistencesectors対capitalistsectors」との対比を分析の軸に置
くほうがより有効となりうることであった．したがって農業，工業においても
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“subsistencewage"で就業する労働者は多く内包されてはいるが，
｢subsistencesectors」を内包すると同時に急速な成長と雇用吸収力を示し
てきたＢＰＯ産業を始めとする「capitalistsectors」を抱えるサービス産業を
分析の軸とすることが重要な意味を持つことを見てきた。
本論文では，いずれにせよ，同国においては，「ルイスの転換点」には未だ
到達していないと結論付けたい。
別稿においても指摘したようにインフォーマル・セクター，とりわけ農村
における不安定就業層が貧困ラインから抜け出すためのポトムアップ型の効果
的政策として，現地ＮＧＯが介在したマイクロファイナンスを活用した家族
ベースの零細事業（マイクロビジネス）を検討してきた（林：2016)。その際，
そこでのメインプレーヤーとしての女性の役割の重要性に留意してきた。その
最大の理由は，家族，特に子どもを抱える女性ほど，貴重な経営資源を有効に
活用しその果実をよりサステイナブルな家族の経済的基盤と子どもの健康，
教育のために生産的に活用することにあった。そして就業者の多くが女性に
よって占められているIT-BPO産業の発展と拡大は，こうした「ポトムアップ」
型のサステイナブルな経済的効果を内包している。
フォーマルセクターとして位置づけられるこうしたＢＰＯ企業群の活動事業
地域は，首都圏やセブからさらにNextWaveCities，，として呼称されている
ダバオ（DavaoLカガヤンデオロ（KagayanDeOro)，イロイロ（Iloilo)，
バカロド（Bacalod)，ドゥマグェテ（Dumaguete）をはじめとする地方都市
へと展開されてきている（BPAIP201LIPBAP2017)'９１。
このことは，同産業に従事する多くの女性の経済的基盤の確立が，単に地域
を含む個人消費市場を拡大させることを意味するだけではなく，農村地域に居
住する家族全体の生活基盤と子供たちの健康・教育を財政的に支えうる役割を
果たすものとして認識しうることを意味する。したがって，同産業が拡大基調
を保持しうるとすれば，ＯＦＷからの送金による経済的効果と同様に子女の
教育水準を底上げし同産業の担い手を再生産しうることをも意味する。換言
すれば，このことは，従来はインフォーマルセクターにとどまらざるを得な
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かつた不安定就業層としてのＢＯＰ層が次第にフォーマルセクターヘと移動す
る可能性を示唆している。このことは，同産業の拡大による女性雇用者数の増
大は，次第に中間層の拡大と貧困層の縮小へと連動しうることを意味する。こ
うした農村地域における経済基盤の安定化と農村市場の拡大は同時に，肥料・
農薬等の農業用市場のみならず生活用品および家電その他の工業製品市場の拡
大をもたらすことになる。したがって、このことは，次第にフィリピン国内工
業製品市場規模を外資系企業や現地大手企業に現地生産を経済的に可能とする
いわゆる「クリテイカルマス（criticalmass)」（Rogers：2003,343-350）へと
到達させていくことを意味する。すなわち，サービス産業としてのＢＰＯ産業
自体には，他部門との技術的．中間財創出連関効果が相対的に低いとしても20)，
同産業の拡大は，結果的に，従来は輸入に依存していた工業部門諸製品を次第
に外資系企業・現地企業による現地生産とローカル・サプライヤーの創出を促
し，他産業部門への技術的・雇用創出波及効果を導き出す重要な産業基盤とな
りうることを意味する。こうした，フィリピン型新興国経済発展の構図におけ
る同国のIT-BPO産業の発展を，「Lewisの転換点」の視点から吟味した場合，
従来の開発経済学で論じられてきた「農業対工業」との対比ではなく，サー
ビス産業内における「subsistencesector（ないしinfOrmalsector)」と
｢capitalistsector（ないしfOrmalsector)」との対比を軸として分析される必
要があることを見てきた。
それでは，本論文で検討してきたように，同国が「ルイスの転換点」に到達
していないとすれば，そして「subsistencesectors」としてのインフォーマル
セクターを中心に不安定就業層が全産業にわたって滞留するとすれば，一体，
何故，平均所得が上昇傾向を示してきたのかそしてIT-BPO産業の発展が個
人消費市場の拡大を媒介として，工業部門，とくに製造業の自立的発展へと連
動させていくいわゆる「Rogersのクリテイカルマス」にどのような経路で到
達していくのかついてはそれぞれ別稿で検討していく。
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[注］
ｌ） フィリピンのIT-BPO業界や政府では，業務を受託する側の立場から，ＢＰＯを
用いずにＢＰＭ（BusinessProcessManagement）を用いるケースが増えてきて
いる。
速水（１９９５：85-87）およびJanvry,ADandSadouletQAE（2016：343-346）は，
｢ルイスの転換点」を農業対工業の対比で論じているのに対して，Todaro,Ｍ．
Ｐ..andSmith,Ｓｃ．（2011)，およびTaylorJE,andLybbert,TＪ（2015：249-265）
は，traditionalsector（農業）対modernsector（工業・サービス）の二部門間
対比で論じている。それに対して，Ｌｅｗｉｓ（1954）は，転換点に関して，農業
対工業の直接的対比ではなく，「subsistansesectorVScapitalistSector」との
対比で論じており，そこでの“subsistence"に属する部門・職種を"subsistence
wage"で働く，農民，日雇い労働者，零細小売業者，女中奉公等々を含めてい
る。したがって，彼の論理からすれば，農業だけではなく，多くのサービス産
業に滞留する余剰労働力も対比の範蠕に含めていたことを意味する。
｢中間所得国の罠」に関しては，Agenor,ＰＲ,Canuto,０，andJelenicOM．（2012）
に要点がまとめられている。この用語は，Gill,ＬａｎｄＫｈａｒａｓ（2007）によって
用いられて以降，一般化したものと思われる。本論文では，この「中間所得国
の罠」の概念に対しては，一部の新興国にのみ適合しうる概念として位置づけ
ており，むしろ多くの新興国には，「低開発の罠」「貧困の罠」の概念をより適
合的概念として位置づけている。
いわゆるＮＩＥＳの発展の構図に関しては，平Ⅱ’（1992,1993a,l993b）が参考に
なった。
世界銀行（WorldBank，以下ＷＢ）のデータ・バンクであるWorld
DevelopmentIndicatorsによる農村・都市の定義は下記の様になっている。
以下，原文のまま。Urbanlandareainsquarekilometers，basedona
combinationofpopulationcounts（persons)，settlementpointsoandthe
presenceofNighttimeLights・Areasaredefinedasurbanwherecontiguous
lightedcellsfromtheNighttimeLightsorapproximatedurbanextehtsbased
onbufferedsettlementpointsfOrwhichthetotalpopulationisgreaterthan
5,000persons，Urbanpopulationreferstopeoplelivinginurbanareasas
definedbynationalstatisticaloflices・ItiscalculatedusingWorldBank
populationestimatesandurbanratiosfromtheUnitedNationsWorld
UrbanizationProspectsAggregationofurbanandruralpopulationmaynot
adｄｕｐｔｏtotalpopulationbecauseofdilferentcountrycoverages
Rurallandareainsquarekilometers,derivedfromurbanextentgridswhich
distinguishurbanandruralareasbasedo、acombinationofpopulationcounts
(persons),settlementpoints,andthepresenceofNighttimeLightsAreasare
２）
3）
４）
５）
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definedasurbanwhereconnguouslightedcellsfromtheNighttimeLightsor
approximatedurbanextentsbasedonbufferedsettlementpointsfOrwhich
thetotalpopulationisgreaterthan5,O00persons・
事業体がInfOrmalSectorに属するかFormalsectorに属するかの違いは，ここ
ではILOの定義に基づき，正規に法人登録されている企業はFormalsectorに
属し登録されていない場合はInfOrmalsectorに属する要領で分類してある。
これらインフォーマルセクターに属する企業の多くは，零細規模の正規に法人
税を支払っていない家族（自家）営業の企業で構成されている。Formal
EmploymentとInfOrmalEmploymentは．それぞれFormalSectorとInformal
Sectorで就業している層を意味する。
2012年３月，2013年８月．2014年３月のＳａｎＰａｂｌｏ市近郊の農村におけるマイ
クロファイナンス（ＮＧＯのＣＡＲＤ銀行）活用の女性チームへの林・井口・荒
井による共同インタビュー調査（林：2016,第４章)。
都市とスラムに関するUN-Habitatの具体的数値に関しては，Janvry,Aand
Sadoulet,Ｅ（2016,Chapl2）でも紹介されている。
インドにおいては，同産業で新たに雇用者１名が雇用されると新たに３～４名
の雇用が創出されると指摘されている（Sudan,Ｒ,Ayer,S,ｅｔ.a1.,2010,ｐ､8)。
こうした論点に関しては，1970年代に台頭してきたいわゆる従属論者の指摘も，
限界と同時に有効性も有しているといえる（林：2016)。
フィリピンにおけるＢＯＰ売上高上位15社（2014年）については，林（2017：
図表５）に紹介されている。
Electricity,Gas,SteamAirConditioningSupply,WaterSupplyがこの工業部
門に入っている（PSA2016）
2004年の工業部門就業者数に占める製造業と建設業の比率は，2004年にはそれ
ぞれ60.7％対35.1％であったが,2016年の両比率は,47.5％対47.2％となっており，
製造業就業者数が微増であったのに対して，建設業分野の就業者数が急速に増
加してきた。こうした銀行業，不動産開発，ピルのレンタル等々の事業は，現
地財閥系企業グループが主導しており，その意味ではIT-BPO産業の拡大は所
得格差，貧富の格差の解消に直結しているとは言えない。
IBPＡＰ（2017)．ｐ56.
2016年現在の同国の完全失業者とUnderemployment層（週40時間以下の必要
労働時間に満たない不完全就業層）の労働力人口に対する割合いと人数は，
2010年～2014年それぞれ平均7.0％と19.2％’2014年の同人数はそれぞれ約230万
人と約720万人となっている（PSA2015)。
本来は，製造業部門によって産業連関的に他部門で創出される付加価値額と雇
用効果を明らかにしそれとの対比で，ＢＰＯ産業の直接的・間接的雇用者数を
位置づける必要があるが，本論文では．データの都合上，その点に課題を抱え
６）
7）
８）
9）
１０）
１１）
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ている。
Tholons（2016）によると，ＢＰＯの海外アウトソーシング先として条件が整っ
ている都市のランキングToplOには，Bangalore（１位LMumbai（３位）を
はじめインドの６都市がランクインしている。フィリピンはマニラが第２位，
セブが第７位に位置している。
フィリピンIT-BPO産業の収益（salesrevenue）の90％強が輸出によるものと
なっている（林：2017)。しかし取引がオンライン上で行われているために公
表されている数値がどの程度正確なものかは明確ではない。
"Tholons2016ToplOOOutsourcingdestinations”（Thlons2016）によれば。
2016年の海外outsoucing先の順位として，フィリピンからは，上位100の市・
地区にManila（２位），ＣｅｂｕＣｉｔｙ（７），Davao（66)，SantaＲｏｓａ（81)，
BacolodCity（85)，IloiloCity（90)，Dumaguete（93)，BaguioCity（94)，
MetroClark（97）がランクインしている。なお，同資料によると，同年の
ToplOには，Bangalore（１位)，Ｍｕｍｂａｉ（３位）をはじめインドの６都市が
ランクインしている。
この点については，Ｒａｍｏｓｅｔａｌ（2007),UsuiN（2011）が参考になった。
17）
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